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（１）自治体の協定事例

災害時における人命救助・道路啓開等応急対策業務に関する協定書

練馬区（以下「甲」という ）と区内建設・土木業関連8団体（以下「乙」という ）。 。

は、災害時における人命救助道路啓開等応急対策業務に関し、次のとおり協定する。

（目的）

第1条 この協定は、災害時における建築物その他の工作物等の崩壊および損壊に伴う、

緊急人命救助および道路啓開のための障害物除去活動等業務（以下「業務」という ）に。

ついて、乙の積極的な協力を得ることにより、円滑な業務を実施することを目的とする。

（出動の要請）

第2条 甲は、災害の実情に応じ、乙に対し、業務内容、日時、場所を指定して資機材お

よび労力（以下「資機材等」という ）の出動を要請するものとする。。

ただし、乙は、災害の状況により応急対策が緊急性を要すると判断した場合は、甲と密

接な連絡をとりながら、直ちに出動し、その業務に従事することができる。

（資機材等の提供）

第3条 乙は、甲の要請があったときは、特別の理由がない限り、甲に対し、資機材等を

提供する。

（資機材等の報告）

第4条 甲は、乙の提供した資機材等の数量および業務内容について、報告を受けるもの

とする。

（費用負担）

第5条 甲は、乙の提供した資機材等に要した費用を負担する。

（費用の請求）

第6条 乙は、業務終了後、甲の認定を受けて業務に要した通常の実費を、甲に請求する

ものとする。

（災害補償）

第7条 甲の要請に基づき出動した者が、業務実施中に負傷し、若しくは疾病にかかり、

または死亡した場合は 「災害応急措置業務従事者および水防従事者に対する損害賠償に、

関する条例（昭和63年3月28日条例第11号 」に基づき、これを補償するものとする。）
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（資機材等の調査）

第8条 乙は、甲が毎年1回実施する、乙の保有する、災害時に出動可能な資機材等の調査

に協力するものとする。

（細目）

第9条 この協定を実施するため、必要な事項については別に定める。

（協議）

第10条 協定の解釈に疑義が生じたとき、またはこの協定の実施に関して必要な事項は、

甲、乙協議のうえ定めるものとする。

この協定締結の証として本書9通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各1通を保有するもの

とする。

平成7年12月22日

甲 東京都練馬区豊玉北六丁目12番1号

練馬区長 岩 波 三 郎

乙 東京都練馬区中村南三丁目16番10号

練馬区建設業協会

会長 内 田幸 完

東京都練馬区関町南一丁目2番35号

練馬区ビルダークラブ

会長 中 村 政 輝

東京都練馬区関町北二丁目31番4号

練馬電設工業会

会長 井 口 浩太郎

東京都練馬区豊玉北五丁目20番3号

練馬空調衛生協会

会長 塩 野 健 司
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東京都練馬区中村一丁目8番2号

練馬設備事業協会

会長 上 杉 与志栄

東京都練馬区大泉学園町七丁目19番46号

サンキュウ会

会長 高 山 一 夫

東京都練馬区豊玉北六丁目13番2号

練馬土木協会

会長 遠 藤 寛

東京都練馬区豊玉北二丁目17番11号

練馬区造園建設業組合

組合長 伊 藤 敏 堆

平成8年8月1日

東京都練馬区早宮二丁目25番7号

練馬区交通安全施設クラブ

代表 吉 田 助 丘
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災害時における車両等障害物除去応急対策業務に関する協定書

練馬区（以下「甲」という ）と、社団法人 東京都自動車整備振興会練馬支部（以下。

「乙」という ）との問において、災害時における応急業務に関し、次のとおり協定を締。

結する。

（目的）

第1条 この協定は、練馬区内に大規模な地震災害、風水害、その他の災害が発生し、ま

たは発生する恐れのある場合において、乙の積極的な協力を得ることにより、道路等にお

ける車両等障害物を除去し、応急対策業務（以下「業務」という ）にあたる。もって、。

緊急時の道路啓開に資することを目的とする。

（出動の要請）

第2条 甲は、乙に対し、災害の状況に応じて、練馬区地域防災計画に定める分掌事務に

従い、所管部長から業務内容、日時、場所を指定して資機材労力等（以下「資機材等」と

いう ）の出動を要請するものとする。。

ただし、乙は、災害の実状により、応急対策が緊急性を要すると判断した場合は、甲と

密抜な連絡をとりながら、直ちに出動し、その業務に従事することができる。

（資機材等の提供）

第3条 乙は、甲の要請があったときは、特別の理由がない限り、甲に対し資機材等を提供

する。

（報告）

第4条 甲は、乙の提供した資機材等の数量および業務内容について、報告を受けるもの

とする。

（費用負担）

第5条 甲は、乙の供給した資機材等に要した費用を負担する。

（費用の請求）

第6条 乙は、業務終了後、甲の認定を受けて業務に要した通常の費用を、甲に対し請求

するものとする。

（災害補償）

第7条 甲の要請に基づき出動した者が、応急対策業務実施中に負傷し、若しくは疾病に

かかり、または死亡した場合は 「災害応急措置業務従事者および水防従事者に対する災、

害補償に関する条例（昭和63年3月28日条例第11号 」に基づき、これを補償するものと）

する。
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（資機材等の把握および報告）

第8条 乙は、あらかじめ、乙が災害時に出動可能な資機材等を把握し、甲に報告するも

のとする。

2 前項の資機材等に、著しい変化があったとき、または甲の要請があったときは、乙

はその状況を甲に報告する。

（看板の掲示）

第9条 甲は、乙の会員の承諾を得て、各店頭等に「練馬区災害応急措置業務協力員」の

看板を掲示することができる。

（細目）

第10条 この協定を実施するため、必要な事項については、別に定める。

（協議）

第11条 この協定に定めのない事項、およびこの協定の解釈について疑義が生じたときは

甲、乙協議のうえ決定するものとする。

上記協定蹄結の証として、本協定書2通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各1通を保有

するものとする。

平成8年3月21日

甲 東京都練馬区豊玉北六丁目12番1号

練馬区長 岩 波 三 郎

乙 東京都練馬区南田中三丁目25番15号

社団法人 東京都自動車整備振興会

練馬支部長 谷 治 和 雄
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災害時における物資供給の応援に関する協定書

徳島市（以下「甲」という ）と株式会社徳島そごう（以下「乙」という ）とは、次。 。

のとおり物資の供給の応援に関する協定を締結する。

（趣 旨）

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災その他による災害（以下「災害」という ）。

が発生した場合において、甲から乙に対して行う物資の供給の応援の要請に関し、その

手続き等について定めるものとする。

（協力要請）

第２条 甲は、災害時における応急措置のため、緊急に物資の確保を図る必要が生じたと

きは、乙の保有する物資の調達を要請するものとする。

（協力の実施）

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、保有物資を優先的に供給するものとす

る。

（物資の種類）

第４条 物資の種類は次のとおりとし、乙が取り扱っているもののうち、甲が緊急に必要

なものとする。

(1) 食 料 品

(2) 衣 料 品

(3) 医 療 品

(4) 寝 具 類

(5) 食 器 類

(6) 炊 事 用 具

(7) 日用品雑貨

(8) その他必要なもの

（調達要請の方法）

、 （ ）第５条 甲が前条に掲げる物資の供給を受けようとするときは 出荷要請書 様式第１号

をもって乙に要請するものとする。ただし、緊急を要するときは口頭でもって要請し、

事後、出荷要請書を提出するものとする。

（物資の取引）

第６条 物資の取引場所は甲、乙協議のうえ定めるものとし、当該場所において甲の職員

（ ） 。が乙の提出する出荷確認書 様式第２号 により確認のうえこれを引き取るものとする

なお、甲は必要に応じて乙に対し運搬の協力を求めることができるものとする。

（経費の負担）

、 、第７条 乙が供給した商品の代金及びその他必要経費については 甲が負担するものとし

甲は、遅滞なくその支払を行うものとする。

（物資の価格）

第８条 物資の価格は、災害が発生する直前における適正な価格とする。
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（報 告）

第９条 この協定の万全な実行を期するため、甲は、乙に対して、その在庫品目、数量等

について報告を求めることができるものとする。

（改正又は廃止）

第10条 この協定の改正又は廃止は、甲又は乙が、３箇月前に相手方に通告して行うこと

ができる。

（協 議）

第11条 この協定の解釈に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、

その都度、甲、乙協議するものとする。

（実施期日）

第12条 この協定は、平成９年４月１日から実施する。
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災害時における施設等の提供協力に関する協定書

さいたま市を「甲」とし、 を「乙」とし、甲乙間において、次のとおり協定を締結

する。

（趣旨）

第１条 この協定は、さいたま市内に地震が発生した場合、鉄道又は道路の遮断等のため

帰宅することが困難となった被災者（以下「帰宅困難者」という ）に対して、一時的。

に乙の施設を開放し、円滑な支援を行うため、必要な事項を定めるものとする。

（協力内容）

第２条 甲は、地震災害時、乙施設の安全が確認された場合に、次の事項について乙に協

力を要請することができる。

(1) 帰宅困難者の乙施設への受入れ

(2) 甲が供給できない場合の帰宅困難者への食料、生活必要品等の供給

２ 乙が解放する施設は、宴会場、会議室等とする。ただし、前述の施設を利用している

場合は、施設管理者の指示された場所とする。

（要請の方法）

第３条 甲が乙に協力を要請するにあたっては、口頭、電話等をもって要請し、事後に文

書を提出するものとする。

（報告）

第４条 乙は、この協定に基づき協力したときは、口頭、電話等で甲に報告し、事後に報

告書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 乙は、無償で施設の開放をするものとする。ただし、次の事項については、甲が

負担するものとする。

(1) 乙が帰宅困難者に供給した食糧、生活必要品等の経費

(2) その他、甲乙協議により甲が負担すべき経費

（協力期間）

第６条 この協定に基づく協力期間は、災害発生から３日以内とする。ただし、やむを得

ない事情があると認めた場合は、甲乙協議の上、期間を延長することができる。

（連絡責任者）

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡調整及び

指示を行う連絡責任者を予め指定し、それぞれ通知するものとする。

（有効期間）

第８条 この協定は、平成１２年１月１７日から効力を有するものとし、甲乙いずれから

協定の解消の申し出のない限り、同一の内容をもって継続するものとする。

（協議）

第９条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙協議の

上、定めるものとする。



- 9 -

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保

有する。

平成１２年１月１７日

さいたま市常磐６丁目４番４号

甲 さいたま市

さ い た ま 市 長

乙

協定締結ホテル一覧

番号 ホテル名 所在地

１ 浦和東武ホテル さいたま市浦和仲町２丁目１６番９号

２ 浦和ワシントンホテル さいたま市高砂２丁目１番１９号

３ ホテルメッツ浦和 さいたま市高砂１丁目１６番７号

４ ホテルニュー埼玉 さいたま市南浦和２丁目４４番１７号

５ プラザホテル浦和 さいたま市鹿手袋１丁目１番１号
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（２）ＩＴを活用した広域的な防災訓練 
   （国土交通省関東整備局荒川下流工事事務所） 

 

  http://www.ara.or.jp/arage/news/030115.html

～全国に先駆けた、市民・マスメディア・企業・行政等が一体となった 

『ＩＴを活用した広域的な防災訓練』の実施～  

《訓練概要》 

● 阪神・淡路大震災から８年目の平成１５年１月１７日（金）、荒川下流域で全国

に先駆けた『IT を活用した広域的な防災訓練』を実施します。 

● このような訓練は、平成１３年１月１７日に全国で初めて荒川下流域で実施しま

した。 

第３回となる今年の訓練では、「災害弱者」や「帰宅難民」等が知りたい、伝え

たい 情報の受発進を的確に行えるよう様々な新しい試みを行います。 

《訓練の特徴・目的》 

● この訓練は、 

  ・最新のＩＴ（情報技術）を活用する 

  ・自治体等が広域的に連携する 

  ・市民と行政等が双方向で情報を受発信する 等 

の特徴があります。 

● またこの訓練は、これまでの整備を進めてきた情報インフラや最新のＩＴツール

等が 

・行政や市民の間の広域的な情報収集・情報共有・情報提供  

・行政トップ間のテレビ会議による広域的な連携やスピーディな意思決定 

・広域的な避難誘導や早期の災害復旧活動 等 

に役立つことを実証し、課題を抽出する目的があります。 

《今回の訓練の主なポイント》 

● 今回の訓練には、新たに 

・防災関係機関（警察、消防、赤十字、鉄道） 

・コンビニエンスストア 

・地上波テレビ 等 

が参加し、より市民・マスメディア・企業・行政等が連携して行います。 

● また全国初の 

・ＧＰＳ機能付き携帯電話の位置情報把握機能を活用した「災害弱者（独居老人
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等）救助システム」 

・無線ＬＡＮ機能付きＰＤＡやパソコンを活用した、荒川避難地での市民による

安否情報登録や災害情報収集 

・コンビニの情報端末を利用した市民による災害情報等の収集 等 

の検証等を行います。  

● 当日の訓練模様は、ケーブルテレビ、ＦＭラジオ、インターネット等

でリアルタイム 発信するとともに、本訓練に対する意見や感想等いた

だけるよう、当訓練のホーム ページ「ＢＯＵＳＡＩ－ＴＯＫＹＯ」に

掲示板を設け、今後に反映します。 

 

＊＊「ＢＯＵＳＡＩ－ＴＯＫＹＯ」アドレス：

http://www.bousai-tokyo.com 
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（３）防災ベッド 

出典：静岡県防災局 行政資料

プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０（ゼロ）」 
住宅の倒壊から生命を守る防災ベッドの紹介

１  要旨 

 阪神・淡路大震災では、亡くなられた方の８４％が家屋の倒壊等による圧死でした。 
 その経験からも、本来、東海地震対策としては住宅の耐震化を進めるべきですが、費用の問題

等から個人住宅の耐震補強等が進んでいない等の理由から、耐震補強の代替措置として、旧建築

基準の木造住宅での仕様を想定し、１階で就寝中に地震に襲われて家屋が倒壊しても、安全な空

間を確保でき、命を守ることができることを目標に、２種類の防災ベッドを開発しました。 
 開発にあたっては、当事業で共同開発業者を募集し、応募のあった中から「防災ベッド製作検

討会」で選定した株式会社宝永工機と静岡県静岡工業技術センターによる共同開発で行いまし

た。 

 

� 防災ベッド製作検討会（委員：静岡県、静岡文化芸術大学、全日本ベッド工業会、日本福祉

用具供給協会静岡ブロック） 

 

２  防災ベッドの概要 

 開発した防災ベッドは、次の２種類です。  

1) 一般向け防災ベッド 

 

 資金面等から、住宅の耐震補強工事が困難な方などが、１階で就寝中に地震に襲われて

住宅が倒壊しても、安全な空間を確保でき、命を守ることができることを目標として開発

したベッドで、下部のベッド部分は木製、上部の防護フレームは鋼製で製作しました。 
 防災ベッドのデザインは、昨年実施した『「地震から生命を守る」２００１しずおか技

術コンクール』の防災器具部門アイデアの部で最優秀賞を受賞した作品をベースに開発し

ました。 
 



 

- 15 - 

 

 

 

 
� 上部のフレームはお好みの色

を選べます。 

 

  

2) 介護ベッド改良型防災ベッド 

 

 資金面等から、住宅の耐震補強工事が困難な在宅で寝たきりの要介護者などが、１階で

就寝中に地震に襲われて住宅が倒壊しても、安全な空間を確保でき、命を守ることができ

ることを目標として開発したもので、既存の介護ベッドに鋼製の防護フレームを取り付け

たものです。 
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� 上部のフレームはお好みの色を選べます。

 

 

 ２種類の防災ベッドは、住宅が倒壊しても安全な空間が確保できる性能を有するものか、評

価・試験を公的機関でそれぞれ実施しています。 
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（７）「ディスクロージャー・ワーキング・グループ」報告（抜粋） 
 

第８回金融審議会金融分科会第一部会資料 

平成 14 年 12 月 16 日開催 

 

Ⅱ．信頼される市場の確立に向けたディスクロージャーの充実・強化 
 
論点 
 有価証券報告書等における「リスク情報」の開示の充実 
 
検討結果 
 リスクに関する事項（いわゆる「リスク情報」）については、有価証券報告書、有

価証券届出書において独立した項目を設け、一括して記載することが適切である。 

 記載すべき内容については、提出会社の自主的な判断に基づき、米国における登録

届出書の記載内容の実例などの国際的な動向をも踏まえ、投資家が提出会社の事業の

状況、経理の状況等について適正な判断を行い得るよう、できる限り幅広く、かつ、

具体的に記載されることが望ましい。 
 その際、真に重要な「リスク情報」が分かりやすく、かつ、簡潔に開示されるよう

留意することが適切である。 

 有価証券報告書等の様式における「記載上の注意」については、一般的な表現・例

示にとどめることが適切である。 
 記載すべき内容についての具体的な例示としては、現行の有価証券届出書における

「事業の概況等に関する特別記載事項」として例示されている事項（特定の取引先・

製品・技術等への依存、特有の法的規制・取引慣行・経営方針・重要な訴訟事件等の

発生など）が考えられる。 
 リスク情報が将来的な事項にまで及ぶ場合には、当該記載事項は提出日現在におい

て提出会社が判断した将来情報である旨を明記することとする。 

 なお、「継続企業の前提に関わる情報」の有価証券報告書上の位置付けについては、

平成１５年３月決算に係る財務諸表から実施される「監査基準」の今後の実務上の取

扱いを踏まえ、引き続き、検討すべき課題と考えられる。 

 また、現行の有価証券届出書における「事業の概況等に関する特別記載事項」につ

いては、記載事項の重複を避けるため、「企業情報」として新設する項目において一

括して記載することが適切である。ただし、いわゆる「組込方式」又は「参照方式」

の有価証券届出書については、リスク情報は有価証券報告書の提出日現在で記載され

ているため、有価証券届出書の提出日現在のリスク情報を追記することとする。 



 



 
 


